
＜重点施策＞

NO 現行値 目標値 全国

前計画策定時

県数値

（H28.3）

1
９４．９％

（H26～30の平均①）
９５．４％

９３．７％

（H30.4.1現在①）
９５．９％

2
５．０％

（H26～30の平均①）
全国直近値

４．１％

（H30.4.1現在①）
７．０％

3
２５．３％

（H30.4.1現在①）
全国直近値

３６．０％

（H30.4.1現在①）
２３．３％

4
中学校

卒業後

１００％

（H30年度ａ）
１００％

９５．８％

（H30.5.1現在②）
９６．２％

5
高等学校等

卒業後

３４．１％

（H30年度ａ）
４５％

３０．８％

（H30.5.1現在②）
４２．２％

6
調査予定

（R2年度ｂ）

８１．７％

（H28.11.1現在③）
ー

7
中学校

卒業後

９４．６％

（H29年度ｂ）
全国直近値

９５．９％

（H28.11.1現在③）
ー

8
高等学校等

卒業後

４６．８％

（H29年度ｂ）
全国直近値

５８．５％

（H28.11.1現在③）
ー

9
１．２％

（H30年度④）
１．０％

１．４％

（H30年度④）
１．５％

10
３２４人

（H30年度④）
２５０人

４８，５９４人

（H30年度④）
ー

11 小学校
６６．４％

（H30年度ｃ）
７０％

５０．９％

（H30年度⑤）
ー

12 中学校
８２．１％

（H30年度ｃ）
８５％

５８．４％

（H30年度⑤）
ー

13 小学校
４０．８％

(R元年度ｃ)
５０％

６７．６％

（H30年度⑥）
１１．４％

14 中学校
７７．３％

(R元年度ｃ)
８０％

８９．０％

（H30年度⑥）
６２．９％

15 ひとり親世帯

電気・ガス・水道などが

止まった経験　４．８％

（H30年度ｄ）

現行値改善

電気料金 １４．８％

ガス料金 １７．２％

水道料金 １３．８％

（H29年⑧）

ー

16
子どもがある

全世帯

電気・ガス・水道などが

止まった経験　１．５％

（H30年度ｄ）

現行値改善

電気料金 ５．３％

ガス料金 ６．２％

水道料金 ５．３％

（H29年⑧）

ー

17 ひとり親世帯

必要な食料品が

買えなかった経験　７．３％

必要な服や靴を買うのを

控えた経験　３１．５％

（H30年度ｄ）

現行値改善

食料が買えない経験

３４．９％

衣服が買えない経験

３９．７％

（H29年⑧）

ー

18
子どもがある

全世帯

必要な食料品が

買えなかった経験　３．０％

必要な服や靴を買うのを

控えた経験　１９．４％

（H30年度ｄ）

現行値改善

食料が買えない経験

１６．９％

衣服が買えない経験

２０．９％

（H29年⑧）

ー

19
子どもがある世帯の世帯員で頼れ

る人がいないと答えた人の割合
ひとり親世帯

悩みや子育ての相談などを

できる人が欲しいがいない

５．７％

（H30年度ｄ）

現行値改善

重要な事柄の相談

８．９％

いざという時のお金の援助

２５．９％

（H29年⑧）

ー

20
子どもがある世帯の世帯員で頼れ

る人がいないと答えた人の割合

等価可処分所得第Ⅰ

～Ⅲ十分位

悩みや子育ての相談などを

できる人が欲しいがいない

３．８％

（H30年度ｄ）

現行値改善

重要な事柄の相談

７．２％

いざという時のお金の援助

２０．４％

（H29年⑧）

ー

本県の指標と目標値

指標

生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率

生活保護世帯に属する子どもの高等学校等中退率

生活保護世帯に属する子どもの大学等進学率

　　　教育の支援

児童養護施設の子どもの進学率

ひとり親家庭の子どもの就園率（保育所・幼稚園等）

ひとり親家庭の子どもの進学率

全世帯の子どもの高等学校中退率

全世帯の子どもの高等学校中退者数

スクールソーシャルワーカーに

よる対応実績のある学校の割合

スクールカウンセラーの配置率

　　　生活の安定に資するための支援

電気、ガス、水道料金の

未払い経験

食料又は衣服が買えない経験

別添資料



21 母子世帯
９０．５％

（H29年度ｂ）
現行値改善

８０．８％

（H27年⑨）
８６．６％

22 父子世帯
９５．５％

（H29年度ｂ）
現行値改善

８８．１％

（H27年⑨）
９１．５％

23 母子世帯
５０．６％

（H29年度ｂ）
現行値改善

４４．４％

（H27年⑨）
ー

24 父子世帯
６６．５％

（H29年度ｂ）
全国直近値

６９．４％

（H27年⑨）
ー

25 国民生活基礎調査
１３．９％

（H27年⑩）

26 全国消費実態調査
７．９％

（H26年⑪）

27 国民生活基礎調査
５０．８％

（H27年⑩）

28 全国消費実態調査
４７．７％

（H26年⑪）

29 母子世帯
３２．９％

（H29年度ｂ）
全国直近値

４２．９％

（H28年度③）
ー

30 父子世帯
１０．７％

（H29年度ｂ）
全国直近値

２０．８％

（H28年度③）
ー

31 母子世帯
調査予定

（R2年度ｂ）

６９．８％

（H28年度③）
ー

32 父子世帯
調査予定

（R2年度ｂ）

９０．２％

（H28年度③）
ー

ひとり親家庭の親の就業率

　　　保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援

ひとり親家庭のうち養育費につい

ての取決めをしている割合

ひとり親家庭で養育費を受け取っ

ていない子どもの割合

ー

ー

ひとり親家庭の親の正規の職員・

従業員の割合

　　　経済的支援

子どもの貧困率
１１．２％

（H30年度ｄ）
現行値改善

ひとり親世帯の貧困率
３０．２％

（H30年度ｄ）
現行値改善

＜出展＞

①厚生労働省社会・援護局保護課調べ

②厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課調べ

③全国ひとり親世帯等調査

④児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査

⑤文部科学省初等中等教育局児童生徒課調べ

⑥文部科学省初等中等教育局児童生徒課調べ

⑦文部科学省初等中等教育局修学支援プロジェクトチーム調べ

⑧生活と支え合いに関する調査（特別集計）

⑨国勢調査

⑩国民生活基礎調査

⑪全国消費実態調査

ａ 長崎県こども家庭課調べ

ｂ 長崎県児童扶養手当受給者アンケート

ｃ 長崎県教育委員会調べ

ｄ 長崎県子どもの生活に関する実態調査


